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  残業手当のいらない管理職 部 

 本書は、労働時間等に関する労働基準法

の規定の適用が除外される「管理監督者」

の範囲等について、一般の誤解を解き、こ

れまでの行政通達、裁判例等に基づき、正

しい理解が得られるよう解説した。 

 第１編では豊富なＱ＆Ａによりポイント

解説。第２編で行政の取組と通達内容、第

３編で裁判例の動向を紹介し、第４編にお

いて企業の対応策を解説した。 
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 18．「企業の経営方針の決定に参画していること」が「管理監督者」であることの判断基準であるという日本マク 

  ドナルド事件判決の考え方からすれば、役員以外は「管理監督者」になり得ないのではないか   

 19．NHKスペシャルで工場の部下100名を擁する課長が管理監督者に該当しないとされていたが妥当か 

 20．「管理監督者」として扱ってきた「管理職」が「管理監督者」と認められない場合はどのように対応すべきか 
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 第２編 管理監督者問題に関する行政の取組みの推移と通達内容の検討 

 Ⅰ 労働基準法の施行（昭和22年）   

 Ⅱ 労働基準法の施行通達及び当時の解説書（昭和22年～）   

 Ⅲ 銀行等における管理監督者問題の噴出（昭和50年前後）   

 Ⅳ 「金融機関における管理監督者の範囲」に関する通達の発出（昭和52年）   

 Ⅴ 「金融機関における管理監督者の範囲」に関する通達の検討   

 Ⅵ 「管理監督者の範囲」に関する「基本通達」（昭和63年）   

 Ⅶ 「管理監督者の範囲の適正化」についての監督課長通達（平成20年）   

 Ⅷ 「多店舗展開する小売業等における管理監督者の範囲」に関する通達（平成20年） 
 

 第３編 裁判例の動向  

 Ⅰ 「管理監督者の範囲」に関する各裁判例の要約 

  □１  「管理監督者性」を認めた裁判例 

  □２  「管理監督者性」を認めなかった裁判例   

 Ⅱ 裁判例における「管理監督者」に関する基本的考え方 

  □１  裁判例の判断基準と「基本通達」の比較 

  □２  裁判例における「基本的考え方」の判決文中からの抽出 

  □３  「企業全体の事業運営に関する重要事項への関与」という要件の妥当性 
 

 第４編 企業の対応  

 Ⅰ 考え方の整理 

 Ⅱ 事業場内部の管理職と支店長等の出先機関の長とで判断基準は異なるか   

 Ⅲ 「管理監督者」問題の発生を防止するために 

 Ⅳ 労働時間適用除外の法的状況 


